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住民税特別徴収をしている事業所宛に、この時期今年度の徴収税額の通知がきます。

6月は、年額を12等分した額と過不足を調整して納付するので、7月以降とは金額が異なります。

	上位所得者（標準報酬月額が53万円以上）
	150,000円＋（医療費－500,000円）×１％

（多数該当の場合は83,400円）

	一般
	80,100円＋（医療費－267,000円）×１％

（多数該当の場合は44,400円）

	低所得者（住民税非課税者等）
	35,400円


　コンピューターを使っての給与計算を行っている事業所については、6月および7月以降の税額の入力にお気をつけ下さい。
高額療養費とは、1ヶ月の医療費が自己負担限度額（右表参照）を超えた場合、超えた部分が国から返金される制度です。全額を窓口で支払った後、申請を行うことで返金されます。
　入院治療費については、「限度額適用認定証」を病院に提示すると、限度額以上の治療費は、病院が直接健康保険の保険者に請求を行うことができます。

　所得に応じて決められている自己負担限度額を病院の窓口で支払うのみでよいため、一度に多額の現金を用意しなくてもよく、後から申請する手間も省けます。

　入院をすることがあらかじめわかっている場合は、先に認定証を交付しておくのがよいでしょう。政府管掌健康保険であれば協会けんぽで、国民健康保険であれば各住所の市区町村役場で手続を行ないます。健康保険証と認印が必要です。健康保険組合の場合は、各健康保険組合にお問い合わせください。
　認定証は、直接受け取るか、ご本人宛に郵送されてきます。

○注意点

　外来や複数の医療機関への支払で限度額を超える場合は従来どおりの申請手続きになります。

　認定証の有効期限が過ぎても認定証が必要な場合、再度申請が必要になります。
<70歳未満の方の自己負担限度額>
会社に就業規則がある場合、使用者が一方的に就業規則を変更しても、労働者の不利益に労働条件を変更することはできない、と労働契約法に規定されています。
　しかし、使用者が変更後の就業規則を労働者に周知させたことに加え、その変更が、以下の事情などに照らして合理的であれば、変更は可能です。
　①労働者の受ける不利益の程度
　②労働条件の変更の必要性

　③変更後の就業規則の内容の相当性

　④労働組合等との交渉の状況

　⑤その他の就業規則の変更に係る事情

　合理的であるか否かは、個々の状況に応じて異なります。具体的な事例を挙げると、役職者の定年年齢を引き下げる旨の就業規則改定を行った会社では、
①再雇用の特則が設けられている。
②定年制は、人事の刷新・経営の改善等、企業の組織及び運営の適正化のために行われるものであって、一般的に不合理な制度ではない。
③新たに設けられた定年年齢が、産業界の実情や、一般職の定年年齢と比較しても妥当といえる範囲である。
④対象となる人々で組織された会の会員の多くは、今回の就業規則変更後、定年の条項は後進に譲るためやむを得ないものとしてこれを認めている。

などといった事実があり、これを総合考慮すれば、定年の条項は決して不合理なものではなく、就業規則の改定を認める判決がでています。（S.43.12.25　秋北バス事件　最高裁判決）
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；従業員を解雇することとなりました。次の就職先は決まっていないようですが、退職後の健康保険の加入についてはどのような方法がありますか？
Ａ；退職後の健康保険は、以下の3通りが考えられます。（給付の内容は基本的には同じです）
①退職前に加入していた健康保険に任意継続被保険者として加入する。

　　資格喪失日の前日までに継続して2ヶ月以上の被保険者期間があることと、資格喪失日から20日以内に申請することが必要です。保険料は、会社負担がないため、全額自己負担となります。保険料は、退職時の標準報酬月額か、保険者の平均標準報酬月額（平成22年度、協会けんぽの場合は28万円）のどちらか少ない額に、保険料率をかけた額です。加入期間は最長で2年間。在職中の報酬が高かった方にとっては、国民健康保険より有利になることがあります。

②国民健康保険に加入する。

　　市町村が保険者です。国民健康保険料の額は、所得や資産等を基に各市町村で決定し、一世帯当たりの年間保険料を算出するため、保険料が市町村によって大きく異なる場合があります。具体的な金額は、ご本人がお住まいの市町村に確認をしてください。
　　倒産などで職を失った失業者に対する国民健康保険料の軽減措置が平成22年4月1日から施行されることとなりました。雇用保険の、特定受給資格者（倒産・解雇などで離職した者等）や特定理由離職者（雇止めなどによって離職した者等）は、国民健康保険料について失業時からその翌年度末までの間、前年所得の給与所得を30/100として算定することになりました。
　　この軽減を受けるためには各市区町村への申請が必要です。

③親族の被扶養者として健康保険に加入する。

　　健康保険の被扶養者となる要件に該当する場合、保険料はかからず、健康保険給付をうけることができます。ただし、雇用保険から失業給付を日額3,612円以上受給する場合には、被扶養者の要件から外れます。その間は国民健康保険等に加入します。

　　失業保険の待期期間、給付制限期間や受給終了後は被扶養者となることができます。
　　①～③、どの加入方法がよいかは、人により異なるため、ご本人に選んでもらうのがよいでしょう。
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労働契約法について③























高額療養費及び認定証交付について
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